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資 料 Ｂ 

委 員 限 り 

フォローアップ説明会参加申込者からの質問等一覧 

（平成 24 年度上半期分） 
 

番号 質   問 回   答 
１  政治団体の会計責任者、実際の事

務処理をしている事務員さんに対

する説明会等の実施予定はあるの

でしょうか。 

 政治資金適正化委員会としては、実

施予定はありませんが、総務省の関係

課から必要に応じて指導や説明会を

実施しております。 

 
２  領収書のコピーを発見するには、

現在非常に技術が精巧になってお

りますので見破るには難しい状況

です。良い実例がありましたら紹介

してください。 

 政治資金監査においては、領収書等

を含め、収支報告書及び会計帳簿等の

関係書類について、その現物を確認し

なければなりません。 

 また、その場合、必要に応じて会計

責任者に対しヒアリングを行うこと

については差し支えありません。 

 
３  口座引落によるコピー機の年間

メンテナンス料（毎月月末引落）に

ついて、徴難明細書に 12 回分を記

載し、適正に処理していると監査人

が認めた。後日、収支報告書等を当

県の選管に提出したところ、誓約書

等確認するための書類の提出を求

められた。各県で扱いが違うようだ

が、総務省あるいは適正化委員会と

して、選管担当者への周知等の施策

はとっておられないのでしょうか。 

 

 所管庁は、収支報告書等に形式上の

不備があり、又はこれらに記載すべき

事項の記載が不十分であると認める

ときは、当該報告書を提出した者に対

して、説明を求め、又は当該報告書等

の訂正を命ずることが法で規定され

ています。 

 なお、政治資金適正化委員会として

は、制度等の変更が生じた場合、所管

庁の担当者にその変更内容を個別の

連絡や説明会等を通じ周知していま

す。 

 
４ 領収書を発行して頂けないもの

があります。現在では「亡失」とし

て取り扱っていますが、対応はこれ

でよろしいでしょうか。 

 領収書等を徴し難い事情がある場

合には、領収書等を徴し難かった支出

の明細書の作成を求めます。 

なお、徴難事情はないものの、領収

書等を徴取・保存していないことによ

り、支出の状況が確認できないものに

ついては、領収書等亡失等一覧表のと

おり当該経費が支出されたことの確

認を会計責任者等に求めます。 
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５  明細書についてどういう場合必

要となるのでしょうか。 

 

 明細書とは、次に掲げるものをいい

ます。（法第 10 条） 

① 政治団体の代表者又は会計責任

者と意思を通じて当該政治団体のた

めに寄附を受けた者が会計責任者に

提出しなければならないとされてい

る寄附をした者の氏名、住所及び職業

並びに当該寄附の金額及び年月日を

記載した書面 

② 政治団体の代表者又は会計責任

者と意思を通じて当該政治団体のた

めに支出をした者が会計責任者に提

出しなければならないとされている

支出を受けた者の氏名及び住所を記

載したもの並びに当該支出の目的、金

額及び年月日を記載した書面 

③ 政治団体のために寄附のあっせ

んをした者が会計責任者に提出しな

ければならないとされている当該寄

附をした者及び当該寄附のあっせん

をした者の氏名、住所及び職業、当該

寄附の金額及び年月日並びに当該寄

附のあっせんに係る金額及びこれを

集めた期間を記載した書面 

④ 政治団体のために政治資金パー

ティーの対価の支払いのあっせんを

した者が会計責任者に提出しなけれ

ばならないとされている当該対価の

支払をした者及び当該対価の支払の

あっせんをした者の氏名、住所及び職

業、当該支払われた対価の金額及び年

月日並びに当該対価の支払のあっせ

んに係る金額及びこれを集めた期間

を記載した書面 
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６  1件 1万円超の1件について具体

例を教えてください。 

 政治資金規正法第 12 条第１項２号

に、一定の支出について「１件当たり

の金額（数回にわたってされたとき

は、その合計金額）」について、収支

報告書で報告することと規定されて

おります。 

この意味は分割払い等であっても、

その合計金額により、収支報告書に明

細を記載するかどうかを判断するこ

とになります。 

 
７ 政治資金規正法施行規則の改正

後に「振込明細書に支出の目的が記

載されている場合」とありますが、

この場合は領収書とならないのか。 

領収書等は支出の目的、金額、年月

日が記載された支出を証する書面で

あり、支出を受けた者から徴収する必

要があります。 

 詳細はフォローアップ研修の説明

資料４ページのＶ－４１で御確認く

ださい。 

 
８ 支出が 0円のため、会計帳簿の作

成がなされていない場合の監査の

必要性について。 

支出が計上されていない政治団体

であっても、政治資金規正法上、会計

帳簿を備え、収支報告書を提出するこ

ととされております。政治資金監査で

は、会計帳簿と収支報告書に支出が計

上されていない状況が表示されてい

ることを確認する必要があります。 

 
９  政治資金監査の中で、何名が実際

の政治資金監査を行っているのか。 

 政治資金適正化委員会において、政

治資金監査を行った登録政治資金監

査人の正確な数は把握していません。 

 平成 22 年度に当委員会において実

施したアンケート調査では、3528 人の

登録政治資金監査人のうち、2029 人か

ら回答をいただき、そのうち 530 人が

政治資金監査を行ったとの回答があ

りました。 

 
１０  官報に掲載してあった新規設立

届出政治団体に手紙を出したとこ

ろ、「住所不明」として返送された。

委員会は届出受付、特に届出住所地

と実態を確認すべきではないか。 

 政治資金適正化委員会は政治団体

が届け出た内容について、その実態を

確認することはありません。 

なお、政治団体の設立後に届出事項

に異動があった場合には「届出事項の
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 異動届」を、政治団体が解散した場合

には「政治団体解散届」をそれぞれ提

出することとされており、当該届出が

あった場合には官報等にその事実を

掲載することとされております。 

 
１１ 切手の無償提供があった場合、切

手の寄附も（時価＝額面）税務署に

寄附金控除の対象になると言われ

た。 

そこで寄附金の無償提供と言う

より現金と同等と考えられないか。 

なお、両建てでもいいとは思う

が、支出の際、収入にも計上すると

なると資金の動きを正確に示して

いないのではないでしょうか 

 

無償提供を受けている場合の収支

報告書の詳細な説明については、フォ

ローアップ説明会資料の 46 ページに

記載されているとおりであるが、ご質

問の現金と同等と考えられないかと

いうことに関しては、現在の取扱いで

は、同等と取り扱っていない。 

また、資金の動きについては、政治

資金規正法の会計帳簿や収支報告書

が、①基本的に現金の流れを記載しつ

つ、②政治資金の収支の状況を明らか

にするという２つの目的を有してい

ることから、このような記載方法とし

ています。 

 
１２ 総務省で各政治団体（対象団体の

み）へ統一会計処理のできるプログ

ラム設定済の会計ソフトを安価に

て販売され各会計責任者にそのソ

フトを使用することを法定義務化

してはどうか。 

 

 総務省モデルの会計ソフトは、総務

省ホームページ「政治資金関係申請・

届出」の「収支報告書を作成するエク

セルソフト」から無料でダウンロード

できます。 

１３  ポイントやマイルなどで還元さ

れる場合、それをどのようにとらえ

たらよろしいのでしょうか。 

ポイントの利用に伴い提供される

特典は、各企業の作成する約款等にお

いて定められ、その内容は多種多様で

あるため、その捉え方も個別のポイン

トごとに検討する必要があります。 

例えば、家電量販店が購入金額に応

じ特定の割合で付与し、次回以降の値

引きに利用できるポイントについて

は、政治団体が、政治団体の有するポ

イントにより値引きを受け、物品等を

購入した際は、値引き後の価格で商品

を購入した旨を会計帳簿及び収支報

告書に記載することで差し支えあり

ません。 


